
主要施策名：（５）安心安全なまちづくり

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業
コード

事務事業 所管課

250-1 空家等対策推進事業 防災安全課

250-2 国民保護事業 防災安全課

250-3 治山事業 農林水産政策課

250-4 悪用水路整備事業 建設課

250-5 戸建木造住宅耐震対策支援事業 営繕課

251-1 消防団事業 防災安全課

251-2 消防施設整備事業 防災安全課

251-3 水防事業（防災安全課分） 防災安全課

251-4 防災対策事業 防災安全課

251-5 防災行政無線整備運用事業 防災安全課

251-6 水防事業（建設管理課分） 建設管理課

252-1 河川改修推進事業 建設課

252-2 樋門等管理操作事業 建設管理課

252-3 河川維持管理事業 建設管理課

253-1 交通災害共済事業 防災安全課

253-2 交通安全対策事業 防災安全課

254-1 防犯対策事業 防災安全課

254-2 玉名駅跨線橋北側広場及び南側広場管理事業 建設管理課

②人と自然にやさ
しい環境のまちづ
くり

（５）安心安全なま
ちづくり

（４）防犯対策の強化

事務事業本数：18

（１）防災体制の強化

（２）治水の強化

（３）交通安全対策の
強化
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≪基本情報≫

□ □ □ □

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 11 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ ■ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

7,339 8,807 8,807

合　　　　　計 0 7,339 10,129 45,419

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 1.25 1.50 1.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 0

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 1,165 1,243

0

小　　　　計 0 0 1,322 36,612 0

一般財源 0 0 1,322 36,612

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

空家等の実態を把握し、空家の予防・適正管理や利活用を適切に
推進する上で必要となる空家等対策に関する基本的な方針、空家
等対策の取組等の総合的な対策を策定し、総合的な空家対策を
実施。

⇒

事務事業を構成する細事業

空家等相談業務

庁内推進会議業務

空家等対策協議会業務

空家等実態調査及び対策計画策定事業

空家等緊急安全措置業務

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

住宅・土地統計調査による本市の住宅総数は27,710 戸であり、このうち、空家戸数は3,830戸で、空家率は13.7％である。
空家数、空家率ともに増加しており、これまでの人口及び１世帯当たりの人員の減少傾向から、さらに空家の増加が予想
される。空家の増加は、老朽化や倒壊、火災延焼等の危険性など生活環境に悪影響を及ぼす要因となるため、実態調査
や対策計画策定を実施し、適切な対応を図る。

対象（誰、何に対して） 空家所有者

意図（どのような状態に
したいのか）

空家等の実態調査や計画策定を実施し、まずは空家の特定を行い、その後は空家の状況等に応じて、協
議会等で予防・利活用・除却などの対応を検討し、空家等の解消を図っていく。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市空家等対策の推進に関する条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 空家等対策推進事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 小川　孝

事務事業コード 250-1 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

■

□

■

□

■

□

□

■

■

□

■

□

■

□

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
空家対策事業については、業務委託を終了することにより、これから本格的に稼働する。
現在、防災安全課が総合窓口となり、業務を遂行しているが、業務が多岐にわたるため、今後
は、組織編制を視野に入れ対応を協議する必要性を感じる。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

平成29年9月に実態調査及び計画策定業務委託の終了後、完成した空家等管理システムの活用及び対策計画に基
づいた施策の実施を行っていく。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

現段階では調査中及び計画策定途中のため
判断不可。

民間委託については、計画策定後に具体的
取り組みを検討し、不動産関係等との連携な
どが考えられる。

〈判定〉

D

〈判定〉
上位施策への貢献度 上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

B 不十分

現段階では調査中及び計画策定途中のため
判断不可。（H29.9に調査終了及び計画策定
予定）

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

本事業をやめた場合、倒壊家屋等の危険性
が増加し、住民に危害が及ぶ可能性が大きく
影響がある。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

― ― ―

*** ― 0
2 空家適正管理実施率（累計値）

認定した管理不全空家又は特定空家戸
数の内、適正管理された累計戸数の割
合

％
***

― ― 30.0

*** ― 27.3
1

空家等相談件数に対する解決率（累計
値）

相談があった空家等件数の内、問
題か解決した累計件数の割合

％
***

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

*** 1,657 1,600

空家等緊急安全措置業
務

老朽危険空家に対する応急
措置

措置件数 件 *** *** 0 1

空家等実態調査及び対
策計画策定事業

業務委託による市全域にお
ける空家の実態調査

空家等候補件数 件 ***

5 2 4

空家等対策協議会業務
対策協議会により、対策計画の策定や特
定空家の認定を行う。 開催回数 回 *** *** 2 4

庁内推進会議業務
庁内推進会議により推進体
制や取組を検討する。

開催回数 回 ***

H27実績 H28実績 H29計画

空家等相談業務
空家所有者又は空家所在地の
行政区からの相談対応。

相談件数 件 *** *** 22 20

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ □ □ □

□ □ ：

■

■ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 5 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

587 587 0

合　　　　　計 1,961 911 917 417

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.10 0.10 0.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 864

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,097 324 330 417 0

一般財源 1,097 324 330 417

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容
国の基本方針の変更に伴い国民保護計画書の見直しを行い協議
会を開催する。
全国瞬時警報システム（J-ALERT）の維持管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業

玉名市国民保護協議会事業

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）維持管理事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ19 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

武力攻撃や大規模テロ等が発生した場合における住民の避難や避難住民等の救援等の国民保護措置
を的確かつ迅速に実施する必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民

意図（どのような状態に
したいのか）

国民保護計画の作成・実施推進、国民保護情報の収集・伝達手段の整備を行い国民保護体制を整える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市国民保護計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 国民保護事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 平田　巌

事務事業コード 250-2 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

□

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
武力攻撃事態等において、国民保護措置を迅速に実施するため必要な事業であり、不具合が
出ないように適切に管理していくことが重要である。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

国民の生命を守るための重要な事業であり、特に問題がないため現状のまま継続する。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

2

100 100 100

100 100 100
1 J－ALERT受信率 J－ALERTの受信率 件

100

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

1 1 1
全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）
維持管理事業 保守点検の実施 点検回数 回 1

H27実績 H28実績 H29計画

玉名市国民保護協議会
事業

国民保護協議会の開催 協議会開催回数 回 1 0 1 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ □ □ □

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ ■ □ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

587 587 587

合　　　　　計 590 601 601 601

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 576

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 14 14 14 14 0

一般財源 14 14 14 14

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

地元要望や山崩れ危険箇所等において、県営又は市町村営によ
る治山ダム建設を行う。
年1回要望調査を県が行い、県との合同現地調査を基に地元説明
会等を実施し事業を進めていく。

⇒

事務事業を構成する細事業

治山事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

近年における国土利用の変化や都市化の進展により、山地災害の危険性が増大しているため、生活環
境の保全・形成等を図る必要がある。

対象（誰、何に対して） 山林所有者、周辺住民

意図（どのような状態に
したいのか）

林業生産基盤の確保、災害時等から関係者の生命や財産を守る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県県営治山事業実施要領 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 治山事業
所管課 農林水産政策課

評価者（担当者） 中原　涼

事務事業コード 250-3 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
治山事業は、市民の生命及び財産を守るために重要な事業であることから、現状のまま継続し
ていく必要がある。

評価責任者

本山　武志

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

治山事業は、山地災害の危険性の減少、生活環境の保全、市民の生命及び財産を守るために重要な事業であり、毎
年、実施される事業ではないが、継続していく必要がある。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

危険個所を持つ地元住民に影響がある。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

0 0 1

3 4 0
2 治山施設整備箇所数 治山施設の整備箇所数 箇所

0

0 0 0

0 0 0
1 機能回復が必要なダム数 機能回復が必要なダム数 箇所

0

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

1 2 2県との合同調査回数 回 1

H27実績 H28実績 H29計画

治山事業
治山施設の新設、補修を行
う

新設、補修の要望件
数

件 2 0 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ □ □ □

□ ■ ：

□

□ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

4,110 3,523 3,523

合　　　　　計 49,486 39,042 41,367 53,523

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.85 0.70 0.60 0.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 4,897

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 44,589 34,932 37,844 50,000 0

一般財源 44,589 34,932 37,844 50,000

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容
土水路にＵ字溝等の構造物を設置することにより、雑草や葦等の
繁殖や汚泥の蓄積を防ぎ、排水のスムーズな流れを確保する。 ⇒

事務事業を構成する細事業

悪用水路整備事業

悪用水路整備委託事業

排水路整備に伴う機械借上事業

排水路整備に伴う原材料支給事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

住居地域における衛生環境の悪化した悪用水路の改修を行い、排水の円滑な流れを確保するとともに衛
生的な生活環境を築く必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民

意図（どのような状態に
したいのか）

臭気や蚊、蝿等の発生を軽減し、衛生的な生活環境を整備する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 619299.00 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 H17～H37 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 悪用水路整備事業
所管課 建設課

評価者（担当者） 松本浩二

事務事業コード 250-4 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

□

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 市民の安全や生活環境の改善のため悪用水路の整備は必要であるため継続して行う。

評価責任者

田代史典

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

悪用水路の円滑な流れと衛生的な周辺環境を提供しており、現状のまま継続する。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

生活に支障をきたす悪臭等の環境面や緊急性を確認し、優先度を決め事業を行っている。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

2

746.00 684.00 550

774.20 536.90 926.95
1 整備延長数 施工延長 ｍ

550.00

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

3 4 10
排水路整備に伴う原材
料支給事業

軽微なものに対し、原材料
を支給する。

原材料支給件数 件 ***

2 7 4

排水路整備に伴う機械
借上事業

軽微ななものに対し、機械
借上料を支給する。

機械借上件数 件 *** 4 2 5

悪用水路整備委託事業
生活用水路の改良を委託で
行う。

委託発注件数 件 12

H27実績 H28実績 H29計画

悪用水路整備事業 生活用水路の改良を行う。 工事発注箇所数 箇所 8 7 10 7

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ □ □ □

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 6 目 2 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

0 4,110 2,936

合　　　　　計 0 0 5,314 23,336

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.70 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 0

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 0 1,204 20,400 0

一般財源 0 0 602 14,440

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 602 5,960 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

・広報紙等での耐震化の啓発、情報発信を行う。
・窓口にて耐震診断・改修の補助等の支援制度などについての相
談対応を行う。
・耐震設計、耐震改修に要した費用の補助を行う。
・シェルター工事に要した費用の補助を行う。
・建替え工事に要した費用の補助を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業

戸建木造住宅耐震対策支援事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ28 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

平成28年4月14、16日に発生した熊本地震では玉名市においても多くの建築物被害が報告された。地震
による建築物の被害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、旧耐震基準の戸建木造住宅の耐
震化を促進する必要がある。

対象（誰、何に対して） 旧耐震基準の戸建て木造住宅の所有者

意図（どのような状態に
したいのか）

市民に対し耐震化の啓発を行うとともに、耐震性のない旧耐震基準の戸建木造住宅の所有者を対象に補
助を行うことで耐震化を推進し、耐震性のない住宅の解消を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 建築物の耐震改修の促進に関する法律、玉名市戸建て木造住宅耐震改修等事業補助金交付要綱 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市建築物耐震改修促進計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 戸建木造住宅耐震対策支援事業
所管課 営繕課

評価者（担当者） 亀丸翼

事務事業コード 250-5 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

□

■

■

□

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

地震が発生した場合、建築物の倒壊などの被害を未然に防止するため、耐震化を行いやすい環
境整備や負担軽減を講じることは必須であるため、今後も本事業を着実に促進する。特に、耐震
診断の結果耐震改修が必要と判断されたものについては、耐震補強設計及び耐震改修工事の
早期実施を働きかける。

評価責任者

松本　博信

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

本事業は、市民が安心して生活できる住宅等建築物の安定確保に寄与し、災害に強いまちづくりを目的に実施してい
るものであり、熊本地震以降、その重要性が再認識されたものと考えられる。市民の生命・財産を守るという意味にお
いて本事業の必要性は高いと判断し、継続して実施する。今後は申請者が増えるよう周知・啓発に積極的に取り組
む。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

C 不十分

熊本地震の発生もあり相談件数は多かった
ものの、自己負担が高額等の理由により事
業実施に至らなかったケースが多かった。市
民ニーズは高いため、周知・啓発の方法を検
討することで成果向上に繋がると考えられ
る。

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

事業を止めた場合、市民が住宅の耐震化に
対して消極的になる恐れがある。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

*** 50 50

*** *** 50
2 耐震化相談受付数

市民からの住宅の耐震化について
の相談対応数

件
***

*** 50 50

*** *** 14
1 耐震診断申請数

・H28年度は市への申請数
・H29年度以降は、県への玉名市からの申請数 件

***

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

H27実績 H28実績 H29計画

戸建木造住宅耐震対策
支援事業

玉名市建築物耐震改修促進計画に基づ
き、住宅の耐震化に要する費用の一部を、
国の補助事業を活用し実施する。

補助金助成件数 件 0 0 14 26

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績
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≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ ■ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

7,045 6,752 6,752

合　　　　　計 103,599 102,326 104,803 106,997

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.70 1.20 1.15 1.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 9,794

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 93,805 95,281 98,051 100,245 0

一般財源 93,805 95,281 98,051 100,245

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

・消防団入退団事務
・消防団員人事（確保・任免・報酬・表彰等）
・消防団会議等の開催等
・消防団教育訓練業務
・火災等災害時出動業務

⇒

事務事業を構成する細事業

消防団運営活動事業

消防団育成強化事業

消防団厚生事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

「自らの地域は自らで守る」という精神に基づき、消火・防災活動はもとより、平常時の火災予防普及啓発
活動など幅広い分野で地域防災の要として重要な役割を果たしている。それらの活動が確実に、迅速に
実施できるよう消防団員の確保、待遇の充実を図る必要がある。

対象（誰、何に対して） 消防団員

意図（どのような状態に
したいのか）

消防団員の厚生、研修等の活動環境を整備することにより、消防団員数の更なる確保並びに資質の向上
を図り、地域での火災等、有事に備え、迅速かつ的確に対処し、市民の安心・安全の確保を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 消防組織法、玉名市消防団の設置等に関する条例、消防団支援法 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市地域防災計画書

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 消防団事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 橋本　将平

事務事業コード 251-1 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

□

■

■

□

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
■ □ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
消防団員の更なる確保並びに資質の向上や、消防団員の処遇改善等を図り、地域防災力の向
上に努める必要がある。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

団員数が年々減少傾向にあり、充足率の向上を図るために消防団員報酬の段階的な引き上げについて検討を行う
等、処遇改善を行う。また、消防団員の確保の方策として、玉名市消防団応援の店の拡大、消防団協力事業所表示
時制度の周知を図る。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

平成２８年熊本地震をきっかけに、消防団の必要性を改めて痛感し、消防団員の処遇改善を行い、充足率の向上を
目指す。また、処遇改善の一つとして、消防団員報酬の引き上げを推進していく。
女性消防団員については、広報活動を行ったが、充足率の向上にはならなかったため、今後さらなる呼びかけを行い
充足率の向上を図る。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

C 不十分

団員のサラリーマン化、少子高齢化等を背景
に年々、団員数が減少する中、団員確保の
方策として、消防団員の処遇改善、玉名市消
防団応援の店制度等の一層の充実を図る。

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

市民の生命、身体及び財産を守る責務があ
るため、当該事業の廃止・休止はできない。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

― ― ―

567 952 2794
2 消防団員出動人数

火災等有事の際に出動した団員の
延べ人数

人
―

100 100 100

94 93 93
1 消防団員充足率 消防団員数/定数 ％

100

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

9 12 10

消防団厚生事業
退職消防団員（５年以上勤務）に
対する退職報償金支払事務

退職報償金交付者
数

人 167 149 51 164

消防団育成強化事業 各種訓練・研修実施 実施回数 回 11

H27実績 H28実績 H29計画

消防団運営活動事業 消防団幹部会議の開催 開催回数 回 43 40 37 40

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績
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≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ ■ ：

■

■ □

□ □ ■ ■

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 3 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ ■ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

100 ％

2,348 2,348 2,348

合　　　　　計 55,366 55,149 81,235 74,606

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.40 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 2,016

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 53,350 52,801 78,887 72,258 0

一般財源 29,350 24,601 42,045 29,658

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

24,000 28,200 31,200 42,600 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 5,642 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

・防火水槽の建設、修繕
・消火栓設置、修繕
・消防詰所の建設、修繕等事業に対する補助金交付業務
・積載車、小型動力ポンプの更新・整備
・積載車の車検、修繕等の維持管理
・小型動力ポンプの修繕等の維持管理

⇒

事務事業を構成する細事業

消防水利整備事業

消防施設整備補助事業

消防資機材整備事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

地域の安心・安全の確保のために、消火栓・防火用水・消防団詰所・積載車・ポンプ等の整備が地域から
求められている。

対象（誰、何に対して） 消防団、市民、防火水槽、積載車、詰所等

意図（どのような状態に
したいのか）

消防団の活動拠点、消防水利等を計画的に整備し地域防災組織の強化を図ることにより、地域の安心・
安全を確保する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 442289.00 千円】

法令、県･市条例等【 消防法、消防力の整備指針 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 H17～H35 年度予定

その他の計画【 市地域防災計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 消防施設整備事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 橋本　将平

事務事業コード 251-2 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 消防施設等の整備は、市民の生命財産を守る上で欠かせないものである。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

引き続き地域防災力の強化を図り、市民の安心安全の確保を図るため現状のまま継続する。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

現時点で最低限の資機材購入及び修繕、建
設を行っており、コストの低減はできない。

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

地域の安心・安全の確保に支障をきたす。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

100 100 100

100 100 100
2 資機材購入率 購入数/計画購入予定数 ％

100

100 100 100

100 100 100
1 消防水利・詰所等施設整備率 整備数/地域からの要望数 ％

100

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

6 35 16

消防資機材整備事業
積載車・ポンプ購入後、20年を
目途に、更新配備を行う。

積載車・ポンプ更新
配備数

台 10 10 11 10

消防施設整備補助事業
活動拠点である詰所等に対
する補助を行う。

詰所等補助件数 件 6

H27実績 H28実績 H29計画

消防水利整備事業
消防水利の基準に満たした要望に対し、消
防水利を設置する。

消火栓・防火水槽設
置数

件 15 9 6 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 4 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

2,055 2,055 2,055

合　　　　　計 4,206 4,664 10,839 5,008

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.35 0.35 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 576

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 3,630 2,609 8,784 2,953 0

一般財源 3,630 2,609 8,784 2,953

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

・水防計画、その他水防に関する重要事項の調査審議を水防協議
会にて行う。
・警報発令時に、警報発令待機班より防災地区責任者へ出動要請
後、災害時の初動体制に努め、情報の収集伝達を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業

水防関係団体負担金支出業務

水防会議事業

警報待機事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

集中豪雨等が発生したときに、市民の生命・財産を守るため迅速な対応を図る必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民

意図（どのような状態に
したいのか）

災害時に、必要な体制の整備を行うことにより、市民の安全を確保する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 水防法、市水防協議会条例 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市水防計画、市地域防災計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 水防事業（防災安全課分）
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 藤﨑　貴志

事務事業コード 251-3 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

■

□

□

■

□

■

□

■

□

□

≪今後の方向性と改善≫
□ □ □ ■

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 関係機関と連携を図りながら、緊急時の体制強化に努める。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

本庁において、警報発表時には防災安全課職員も待機するので、来年度に向けて、本庁での１班あたりの人数構成
について見直しを行う必要があると思われる。
また、防災地区責任者について地域内の危険個所等を熟知した職員が減少しているため、今後の編成方法を見直す
必要ある。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

昨年からの見直しすべき点において改善できた。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

本所における警報発令待機班の人数につい
て再検討する必要あり。

〈判定〉

B

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

― ― ―

8 6 11
2 警報待機回数

気象警報が発令された場合の待機
回数

回
―

100 100 100

100 100 100
1 災害復旧率

当該年度の災害復旧箇所／当該
年度の災害箇所数

％
100

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

2 2 2

警報待機事業
災害時の初動体制に努め、
情報の収集伝達を行う

警報発令待機設置
回数

回 2 7 11 10

水防会議事業
水防事業の負担金として、関係
団体に対し支出を行う

負担金支出件数 件 2

H27実績 H28実績 H29計画

水防関係団体負担金支
出業務

出水期前に、協議会を開催
する

開催回数 件 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ ■ □ □

■ □ ：

■

■ □

■ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 5 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ ■ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

5,284 5,284 5,284

合　　　　　計 15,071 10,224 63,838 23,005

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.90 0.90 0.90 0.90

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 5,185

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 9,886 4,940 58,554 17,721 0

一般財源 9,637 4,490 39,498 17,721

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 249 450 19,056 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

・災害による被害の防止や軽減を図る為、自主防災組織が行う活
動費や資機材購入費について補助金を交付する。
・地域防災計画の作成及び実施・推進を行う。
・防災意識の向上、防災体制の強化を図るため防災訓練等を行
う。
・広報活動や研修会等への講師派遣を行い、市民の防災意識高
揚を図る。
・緊急時に防災ヘリコプターを要請を図る。

⇒

事務事業を構成する細事業

自主防災組織育成補助事業

玉名市地域防災計画作成及び会議事業

防災訓練事業

防災意識啓発事業

県防災消防ヘリコプター運航連絡協議会負担金事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

防災に関し市及び各防災関係機関を通じて必要な体制を確立するとともに、防災行政を総合的かつ計画
的に推進することにより、市域における土地の保全、市民の生命、身体及び財産を災害から保護する必
要がある。

対象（誰、何に対して） 市民、関係者

意図（どのような状態に
したいのか）

地域防災計画の作成及び実施推進や広報活動等により、防災意識の向上と防災体制を整備する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 災害対策基本法　　防災会議条例　 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市地域防災計画書

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 防災対策事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 平田　巌

事務事業コード 251-4 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
緊急災害時に備える重要な事業であるため、関係機関との連携を図りながら、継続して実施す
る必要がある。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

今後は自主防災組織等による一般参加型の防災訓練を行うことにより、自主防災組織の更なる結成と市民の防災に
対する意識の向上を図る。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

市民参加型の訓練については、平成29年11月に予定している「玉名市総合防災訓練」において盛り込むことを検討し
ている。また、職員の初動体制を確立するため平成29年度から職員召集メールシステムを導入した。平成29年度から
防計計画を見直しをするため外部に委託を行い、併せて（仮称）防災計画策定等検討委員会を発足する。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

B 不十分

住民参加型の訓練から災害対策本部の対処
能力の向上と防災関係機関との連携強化を
目的とした、市職員、社会福祉協議会職員を
中心とした訓練を行ったため参加者が減少し
た。今後は自主防災組織等の住民参加型訓
練へと見直す。

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

地域の安心・安全の確保に支障をきたす。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

70 80 88

62 76 77
2 自主防災組織結成率

結成された地区の世帯数／総世帯
数

％
60

500 500 500

392 100 270
1 防災訓練参加者数

防災訓練に参加した市民及び関係
者の総数

人
150

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

3 3 3

県防災消防ヘリコプター運
航連絡協議会負担金事業

人件費の一部を負担 負担金額 千円 1579 1559 1603 1603

防災意識啓発事業 広報による啓発 広報紙掲載回数 回 3

1 1 1

防災訓練事業 防災訓練の実施 防災訓練実施回数 回 1 1 1 1

玉名市地域防災計画作
成及び会議事業

防災会議の開催 防災会議開催回数 回 1

H27実績 H28実績 H29計画

自主防災組織育成補助
事業

自主防災組織の育成 組織結成数 件 18 18 18 18

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績
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≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ ■ ：

■

□ □

□ □ ■ ■

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 5 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ ■ 】

■ □ □ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

96 ％

3,229 3,523 3,523

合　　　　　計 35,158 20,363 25,519 517,429

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 0.55 0.60 0.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 3,457

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 31,701 17,134 21,996 513,906 0

一般財源 31,701 17,134 21,996 16,106

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 497,800 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容
緊急情報等を防災行政無線を通じて市民に伝達するため、県防災
行政無線を通じて防災情報を収集するとともに、市民への情報伝
達手段である防災行政無線の維持管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業

防災行政無線管理事業

防災行政無線統合及びデジタル化整備事業

防災行政無線新庁舎移設事業

県防災行政無線負担金事業

その他【 負担金

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

平常時の一般行政事務に使用可能場合又、災害発生の恐れがある場合などの緊急時に、市民に迅速か
つ公平に警戒・注意を呼びかけるための情報伝達手段を整備し、運用する必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民、災害及び行政情報、防災行政無線局

意図（どのような状態に
したいのか）

防災行政無線の整備・運用を行い、主に災害対策に係る情報収集及び伝達手段の充実を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 846301.00 千円】

法令、県･市条例等【 市防災行政無線管理運用規程、市防災行政無線局運用細則　 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 Ｈ29～32 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 防災行政無線整備運用事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 藤﨑貴志

事務事業コード 251-5 実施 平成29年度

事務事業事後評価表
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
防災行政無線整備事業は災害情報等の伝達手段として重要な役割を果たす事業であるため、
統合化及びデジタル化を目的とし、平成29年度に早急に発注予定である。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

市民への災害情報等の伝達手段として有効な事業であるため、現状のまま継続する。また、防災行政無線の統合化
及びデジタル化については平成28年度に実施設計を終え、平成29年度から平成31年度の期間で整備実施を計画し
ている。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

市民の安心・安全の確保に支障をきたす。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

100 100 100

100 100 100
2 保守点検による修繕率

修繕箇所数÷保守点検により発見
された異常個所数×100

％
100

0 0 0

0 0 0
1 情報発信不能回数

故障などにより、防災行政無線の
情報提供が出来なかった回数

回
0

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

0 0 ―
県防災行政無線負担金
事業

県防災行政無線の管理運
営費の一部を負担する

負担金額 千円 208

*** 3780 498646

防災行政無線新庁舎移
設事業

新庁舎建設に伴い、防災行
政無線を移設する

移設箇所数 箇所 1 ― 1 ―

防災行政無線統合及び
デジタル化整備事業

市防災行政無線の統合化
及びデジタル化を行う

事業金額 千円 ***

H27実績 H28実績 H29計画

防災行政無線管理事業
無線設備の保守点検と委託
業務を行う

点検回数 回 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績
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≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 4 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ ■ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

2,348 2,642 2,642

合　　　　　計 2,930 3,791 4,361 7,534

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.45 0.40 0.45 0.45

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 2,592

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 338 1,443 1,719 4,892 0

一般財源 338 1,443 1,719 4,892

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容
・水害時における市道等の土砂崩壊等が発生したときに、機械借
上や原材料を支給し、現地の早急な復旧を行う。
雨水排除ポンプ設置箇所：田崎地区

⇒

事務事業を構成する細事業

水害対策に関する機械借上事業

水害対策に関する原材料支給事業

雨水排除ポンプ維持管理委託事業

雨水排除ポンプ借上事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

集中豪雨等が発生したときに、市民の生命・財産を守るため迅速な対応を図る必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民

意図（どのような状態に
したいのか）

災害時に、必要な体制の整備を行うことにより、市民の安全を確保する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 水防法 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 水防事業（建設管理課分）
所管課 建設管理課

評価者（担当者） 下田　啓司

事務事業コード 251-6 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】
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【4】
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【7】
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【9】
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【17】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 関係機関との連携を図り、緊急時等の体制強化に努める。

評価責任者

前田愼一郎

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

関係部署や国・県との連絡体制の強化を図り、水害を未然に防ぎ、市民の生命・財産を守るためにも、当事業は現状
のまま継続する必要がある。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

水防対策や水害時の緊急対応ができず、市
民の生命・財産を守るための活動に支障をき
たす。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

0 0 0

0 0 0
2 床下浸水、床上浸水被害件数 被害件数 件

0

100 100 100

100 100 100
1 災害復旧率

当該年度の災害復旧箇所/当該年
度の災害箇所数×100

％
100

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

123 123 153
雨水排除ポンプ借上事
業

田崎地区に設置する雨水排除
ポンプの借上げを行う。

借上日数 日 123

4 0 0

雨水排除ポンプ維持管
理委託事業

田崎地区に設置する雨水排除ポンプの稼
働や点検等の維持管理委託業務を行う。 稼働回数 回 － 4 5 0

水害対策に関する原材
料支給事業

水害等により市道等の土砂崩壊等が発生
したときに、原材料支給で対応を図る。 原材料支給 件 6

H27実績 H28実績 H29計画

水害対策に関する機械
借上事業

水害等により市道等の土砂崩壊等が発生
したときに、機械借上で支出する。 機械借上件数 件 0 2 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績
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≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 1 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

587 1,761 1,761

合　　　　　計 2,989 1,330 4,397 4,690

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.10 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 2,304

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 685 743 2,636 2,929 0

一般財源 685 743 304 349

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 2,332 2,580 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容
境川改修事業促進期成会、菊池川改修完遂期成会同盟会、唐人
川・尾田川改修及び流域整備事業促進期成会、県河川海岸防災
協会、県治水砂防協会への負担金支出

⇒

事務事業を構成する細事業

河川負担金支出業務

尾田川護岸除草業務報酬事業

尾田川護岸除草業務委託事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

集中降雨や台風の襲来により、堤防の決壊や河川の氾濫等による水害を防止又は軽減していくために、
国や県が管理する河川については、期成会等を通じて早期の要望をしていく必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民

意図（どのような状態に
したいのか）

河川改修を目的に、期成会等を通じて各関係団体と連携し、地域住民の生命財産を守るとともに環境美
化に努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 河川法、砂防法、土砂災害防止法 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分 （２）治水の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 河川改修推進事業
所管課 建設課

評価者（担当者） 竹森明徳

事務事業コード 252-1 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
河川改修の推進は、環境美化や治水向上が図られるため大雨等の災害時に市民が安心して生
活できるように今後も継続して行う必要がある。

評価責任者

田代史典

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

大雨時に対する備えであり、市民の生命・財産を守る重要な事業であるため、現状のまま継続する。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

B 不十分

県からの予算範囲内における必要箇所の除
草のみとなったため。

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

市民の生命・財産を守るために治水事業の
継続は必要である。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

2

*** 83511 83511

*** *** 83140
1 護岸の除草面積 除草実施面積 ㎡

***

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

*** 34 34

尾田川護岸除草業務委
託事業

シルバー人材センターへ委
託し除草を行う。

除草面積 ㎡ *** *** 83140 83511

尾田川護岸除草業務報
酬事業

個人管理者へ報酬を支払
う。

報酬支払件数 件 ***

H27実績 H28実績 H29計画

河川負担金支出業務
河川の改良工事等の事業負担金として、関
係団体に対し支出を行う 負担金支出件数 件 4 4 3 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

□ □

■ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 1 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

100 ％

100 ％

％

2,055 2,055 2,055

合　　　　　計 11,004 9,945 10,473 13,521

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.35 0.35 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 1,728

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 9,276 7,890 8,418 11,466 0

一般財源 4,176 2,590 3,274 6,561

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 4,452 4,652 4,496 4,257 0

県支出金 648 648 648 648 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容
国、県、市河川の樋門及び樋管の点検及び洪水時における操作
の業務を委託する。また、排水機場の維持管理業務を委託する。 ⇒

事務事業を構成する細事業

国河川の水閘門管理操作委託事業

県河川の樋門管理操作委託事業

市河川の樋門等管理操作委託事業

赤川排水機場維持管理業務委託事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

水害対策施設が常に正常に稼働する状態に保ち、洪水時の内水被害の発生が予想される場合には、適
切な操作を行う必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民

意図（どのような状態に
したいのか）

地域住民の生命財産を水害から守る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 河川法 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分 （２）治水の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 樋門等管理操作事業
所管課 建設管理課

評価者（担当者） 下田啓司

事務事業コード 252-2 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 自然災害等から市民の生命・財産を守る業務であり、継続の必要性がある。

評価責任者

前田愼一郎

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

梅雨時期並びに台風接近時等、市民の生命・財産を守る重要な事業であるため、現状のまま継続する。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

洪水時に内水被害が発生し、市民の生命・財
産が脅かされるため。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

0 0 0

0 0 0
2 浸水被害件数 洪水時の内水被害の件数 件

0

0 0 0

0 0 0
1 操作事故件数

点検不備により、操作時に発生した
事故件数

件
0

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

1 1 1
赤川排水機場維持管理
業務委託事業

委託により、排水機場の維
持管理を行う。

維持管理箇所数 箇所 1

5 5 5

市河川の樋門等管理操
作委託事業

委託により、排水機場の維
持管理を行う。

維持管理箇所数 箇所 1 1 1 1

県河川の樋門管理操作
委託事業

委託により、洪水時に樋門
及び樋管の操作を行う。

樋門及び樋管の管
理箇所数

箇所 5

H27実績 H28実績 H29計画

国河川の水閘門管理操
作委託事業

委託により、洪水時に樋門
及び樋管の操作を行う。

樋門及び樋管の管
理箇所数

箇所 25 25 25 25

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 1 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ ■ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

100 ％

％

2,936 2,348 234,840

合　　　　　計 3,232 5,243 4,772 238,855

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.50 0.40 40.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 1,440

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,792 2,307 2,424 4,015 0

一般財源 1,696 2,208 2,316 3,881

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 96 99 108 134 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容
市の管理である準用河川の流下能力を確保するため、河川の浚
渫の際に機械借上料の支給や除草作業の委託等を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業

河川環境美化業務委託事業

河川浚渫に伴う機械借上事業

河川維持管理業務委託事業

赤川除草業務委託事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

集中豪雨や台風の襲来により、堤防の決壊や河川の氾濫等による水害防止又は軽減していくためには、
適切に河川の維持管理を行う必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民

意図（どのような状態に
したいのか）

市の管理である準用河川の維持管理を行い、地域住民の生命財産を守るとともに環境美化に努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 河川法 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分 （２）治水の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 河川維持管理事業
所管課 建設管理課

評価者（担当者） 下田啓司

事務事業コード 252-3 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
自然災害から市民の生命・財産を守り、環境美化に繋がる業務であり、継続することが必要であ
る。

評価責任者

前田愼一郎

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

梅雨時期、台風接近等大雨に対する備えであり、市民の生命・財産を守る重要な事業であるとともに、環境美化にも
繋がるため、現状のまま継続する。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

B 不十分

梅雨時期の集中豪雨により、浸食等の水害
が発生した。

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

河川氾濫による被害により、市民の生命・財
産等が脅かさされることが懸念される。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

2

100 100 100

100 100 100
1 準用河川の浚渫実施率

実施件数/要望及び年度計画の件
数×100

％
100

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

1 1 1赤川除草業務委託事業
赤川護岸除草作業行うものに対
して、報酬を支払う。

委託件数 件 1

3 1 3

河川維持管理業務委託
事業

河川の維持管理を行う。 委託件数 件 0 0 0 0

河川浚渫に伴う機械借
上事業

河川の浚渫を行うものに対し、
機械借上料を支給する。

河川浚渫箇所 箇所 1

H27実績 H28実績 H29計画

河川環境美化業務委託
事業

友田川の除草を地域の方に委託し、河川
の環境美化に努める。 除草延長 ｍ 500 500 500 500

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 11 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ □ □ ■ 】

□ □ □ □ ■ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

1,761 1,468 1,468

合　　　　　計 4,222 4,543 4,140 4,140

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.30 0.25 0.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 1,440

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,782 2,782 2,672 2,672 0

一般財源 2,782 2,782 2,672 2,672

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

市民に対し、実際に入院や通院を行った期間に応じ、交通災害見
舞金を支給する熊本県市町村総合事務組合共済事業の交通災害
共済事業で、共同処理により実施。
申請者から提出の関係書類を熊本県市町村総合事務組合に送付
し、事務組合により審査の後、市に交付された見舞金を申請者の
口座に入金する。

⇒

事務事業を構成する細事業

交通災害共済事業（見舞金）

その他【 熊本県市町村総合事務組合

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【 代行事務

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H18 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

多発する交通事故により、不幸にも災害を受けた市民に対し、全市民が加入する共済制度により、一定
の補償を行うことが求められている。

対象（誰、何に対して） 交通事故により災害を受けた市民又はその遺族

意図（どのような状態に
したいのか）

市が掛金のすべてを負担することで、交通事故により災害を受けた当事者又はその家族に対し、見舞金
を支給し、治療費の軽減を図り住民福祉を増進する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県市町村総合事務組合 市町村交通災害共済条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分 （３）交通安全対策の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 交通災害共済事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 伊形 和子

事務事業コード 253-1 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 広報等により制度の周知徹底を継続し行うことにより、申請件数の普及に繋げる。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

この事業により、交通事故による負担軽減が図られており、引き続き制度周知に努力しながら現状を維持していく。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度 上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

交通事故により災害を受けた市民に対し、見
舞金を支給し、見舞金を支給し、治療費等の
負担軽減が図られることから、継続して行う
必要がある。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

2

― ― ―

130 135 154
1 見舞金申請件数 見舞金の申請件数 件

―

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

H27実績 H28実績 H29計画

交通災害共済事業（見
舞金）

市が全掛金を負担し、全市民が共済に加
入し見舞金を支払う。

加入者数（国勢調査
人口）

人 69541 69541 69541 66782

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

■ □

■ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 11 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

7,104 6,458 6,458

合　　　　　計 26,612 26,564 27,653 27,716

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.29 1.21 1.10 1.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 7,432

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 19,180 19,460 21,195 21,258 0

一般財源 19,180 19,460 21,195 21,258

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

①交通指導員による街頭指導・交通安全教室等の啓発活動を実
施する。
②交通安全施設の整備を図り円滑な交通環境を整える。
③交通安全関係団体との連携強化を図り交通事故防止に努め
る。
④防災無線、広報紙等による交通安全に関する啓発を実施する。
⑤交通安全施設の巡回業務委託により、安全な維持管理を徹底
する。

⇒

事務事業を構成する細事業

交通指導員による交通安全推進事業

交通安全施設整備事業

交通安全団体連携事業

交通安全啓発事業

交通安全施設巡回事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

各地区からの要望に対し、カーブミラーやガードレール等の交通安全施設を整備することで交通危険箇所
の解消に努める必要がある。

対象（誰、何に対して） 市民及び市管理道路等の利用者、交通安全施設

意図（どのような状態に
したいのか）

交通事故の発生を未然に防止することで、円滑な交通環境の実現を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 交通安全対策基本法、,玉名市交通安全対策会議条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市交通安全計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分 （３）交通安全対策の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 交通安全対策事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 西村 誠

事務事業コード 253-2 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

□

■

■

□

■

□

□

■

□

■

□

■

■

□

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ □ □ ■

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
交通安全施設の設置及び維持管理については、複数の関係機関と関係しており、業務内容も複
雑であるため容易には業務分担を図ることは困難である。今後も、関係機関と連携を密にし、交
通安全施設の整備について協議を図っていく。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

高齢者の交通事故防止のため関係機関と連携し高齢者の交通安全意識の高揚を図る等の事故防止対策を強化して
いく必要がある。
また、交通安全施設の設置及び維持管理については、複数の部署が実施してることから業務分担について協議を進
めている。防災安全課としても「交通事故防止対策」として交通安全施設の整備を図っているが関係部署との明確な
業務分担が複雑で困難であることから、今後も関係部署との連携を密にし、交通安全施設の整備について協議を図っ
ていく必要がある。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

交通安全施設の設置及び維持管理の業務分担について、関係部署との協議を進めている状況。
また、関係機関と連携した交通安全施設の整備を図り、交通事故発生件数の減少させることができた。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

交通安全施設の設置及び維持管理について
関係部署との業務分担が難しいことから、協
議を進めていく必要がある。

〈判定〉

B

〈判定〉
上位施策への貢献度 上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

C 不十分

平成28年中の事故発生件数については前年
と比較し減少させることができたが、死亡事
故については目標達成に至らなかった。高齢
者の死亡事故は全国的には約7割を占めて
いることから、高齢者の事故防止対策をとる
必要がある。

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

交通安全対策基本法第4条、第5条に地方公
共団体及び道路等設置者等の責務が明記さ
れており、交通安全施設整備については廃
止できない。その他事業について廃止した場
合、交通事故の発生増加につながる。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

2 2 2

1 4 3
2 交通死亡事故発生件数

市内における交通死亡事故の年間
発生件数

件
2

― ― ―

289 258 235
1 交通事故発生件数

市内における交通事故の年間発生
件数

件
―

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

29 30 30

交通安全施設巡回事業
委託業者により施設の巡回を委
託し設置状況等を把握する。

報告回数 回 45 53 19 19

交通安全啓発事業
広報掲載等により交通安全
を啓発する。

啓発回数 回 26

109 91 91

交通安全団体連携事業
関係団体への負担金を支出
し交通安全活動を行う。

連携団体数 団体 5 5 5 5

交通安全施設整備事業
交通安全施設の設置や修
繕を行う。

設置、修繕箇所数 箇所 147

H27実績 H28実績 H29計画

交通指導員による交通
安全推進事業

交通指導員による街頭指導
を実施する。

指導回数 回 69 69 57 57

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】



≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 11 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ ■ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

100 ％

％

3,523 3,229 3,229

合　　　　　計 21,829 33,027 27,702 33,099

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.78 0.60 0.55 0.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 4,494

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 17,335 29,504 24,473 29,870 0

一般財源 17,335 18,821 24,473 29,870

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 10,100 0 0 0

県支出金 0 583 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

・防犯灯の新設、建替、修繕及び電気料の補助金を交付する。
　支柱の設置を伴う場合は上限3万5千円、支柱の設置を伴わない
場合は上限1万5千円、電気料金は市長が定める単価
・青色パトロール登録団体に対して、パトロールカーによる学校等
の公共施設、通学路及び市内一円の巡回業務を委嘱する。
・防犯意識を高揚するために各団体と連携した取組みを行う。

⇒

事務事業を構成する細事業

防犯灯設置等補助事業

犯罪のないまちづくり推進事業

防犯パトロール登録団体支援事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

玉名地区の刑法犯認知件数は減少しているものの、自動販売機荒らしや車上ねらい、自動車盗などは増
加しており、強盗や放火などの凶悪事件も発生しており、予断を許さない状況にあるため。

対象（誰、何に対して） 市民、事業者、強盗・放火等の犯罪

意図（どのような状態に
したいのか）

安全で明るく豊かな地域社会を実現するために、行政区等の団体が維持管理している防犯灯に対する補
助をはじめ、防犯団体への支援を行い、犯罪や非行のない安全で住みよい地域社会を実現する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市犯罪のないまちづくり条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分 （４）防犯対策の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 防犯対策事業
所管課 防災安全課

評価者（担当者） 伊形 和子

事務事業コード 254-1 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

□

■

■

□

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ □ □ ■

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 犯罪件数の減少と抑止を図る事業であり、関係団体と連携をしながら継続して取り組んでいく。

評価責任者

島﨑　賢二

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

ＬＥＤ防犯灯は、蛍光灯に比べ初期費用が割高であるが、管理団体の省力化と維持費用の軽減が図れることから、Ｌ
ＥＤ防犯灯を推進することで、設置灯数の増加につなげる。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

・平成29年度のＬＥＤの電気料補助は、適正な補助率とした。（1基あたり840円・51.7％）
・防犯カメラについては、平成29年度の県の予算がなく、今後も市単独での補助事業は行わない。

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度 上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

C 不十分

平成28年度、玉名市でＬＥＤ防犯灯の普及率
が38％であるが、100％普及率を目指す。

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

犯罪の発生の抑止につながるものであり、今
後も継続して取り組む事業であり、廃止する
と犯罪発生数の増加につながる。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

― ― 2,859

679 1,523 2,075
2 ＬＥＤ設置灯数 市内におけるＬＥＤの設置灯数 基

―

― ― ―

183 152 176
1 街頭犯罪発生件数

市内における1年間の街頭犯罪の
発生件数

件
―

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

6 6 6

防犯パトロール登録団
体支援事業

青色回転灯装着車を貸し出し登録団体に
よる防犯パトロールを実施 防犯活動実施日数 日 214 201 184 190

犯罪のないまちづくり推
進事業

防犯関係団体への負担金
等の交付

負担金交付団体数 団体 6

H27実績 H28実績 H29計画

防犯灯設置等補助事業
防犯灯の設置修繕等を行う
管理団体へ補助金を支給

防犯灯の設置、修繕
数

灯 283 196 561 787

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績
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≪基本情報≫

□ ■ □ □

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 5 目 1 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ ■ □ □ 】

①

②

③

④

⑤

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

％

2,055 881 881

合　　　　　計 2,933 3,548 2,414 2,433

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.35 0.15 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,761 5,871 5,871 5,871

小　　　　計 1,440

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,493 1,493 1,533 1,552 0

一般財源 1,493 1,493 1,533 1,552

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算

事務事業の具体的内容

玉名駅跨線橋北側広場及び南側広場管理事業として、シルバー
人材センターへの業務委託により2人の人員を配置している。業務
としては、利用者の多い朝夕の時間帯を中心に玉名駅前広場、跨
線橋北側広場等駅周辺を巡回し、駐車場の整理や利用者の誘
導、放置自転車等に対する指導を行うほか、清掃作業等環境整備
を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業

玉名駅跨線橋北側広場及び南側広場管理事業

その他【

実施方法 直営 全部委託 一部委託 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H19 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

玉名駅周辺では、放置自転車や放置自動車が発生し、ごみの投棄なども多く、環境の悪化を招いている
ことに加え犯罪を誘発しかねない状況であるため、行政として適切な管理が求められる。

対象（誰、何に対して） 広場利用者

意図（どのような状態に
したいのか）

玉名駅周辺の環境整備により、犯罪の抑止、安全安心で美しい都市景観の形成、低炭素社会の実現に
向けた鉄道や自転車の利用促進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠
（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 第9次玉名市交通安全計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と自然にやさしい環境のまちづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （５）安心安全なまちづくり
□ 該当施策区分 （４）防犯対策の強化

（市民意識調査結果） 【A】重点改善領域 【B】重点維持領域 【C】観察領域 【D】維持領域

事務事業の名称 玉名駅跨線橋北側広場及び南側広場管理事業
所管課 建設管理課

評価者（担当者） 下田啓司

事務事業コード 254-2 実施 平成29年度

事務事業事後評価表

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【16】

【17】

【6】

【12】

【15】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

■

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

■

□

■

□

■

≪今後の方向性と改善≫
□ ■ □ □

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
昨年もシルバー人材センターに業務委託し巡回を行ったことにより、巡回を増やすことができ、苦
情等もなく事業効果が現れている。今後も継続し、利用者のマナーアップに繋げ、駅周辺の安全
及び環境整備の向上を図る。

評価責任者

前田愼一郎

判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

今後も事業を継続し、駐車場の整理や利用者の誘導、放置自転車等に対する指導を行うほか、清掃作業等環境整備
を行う。

前回の評価結果に対する
見直し・改善状況

特になし

一次評価時点における
今後の方向性

拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続 執行方法の改善

休止・廃止

公平性 受益者負担の余地
受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

余地なし

余地なし

民間の活用の余地
民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

執行方法改善の余地
事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

余地あり

余地なし

事業統合の余地
類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。

余地あり

余地なし

効
率
性

コスト低減の余地
コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

〈判定〉

A

〈判定〉
上位施策への貢献度上位施策の目的達成に貢献しているか。

十分

A 不十分

未達成

成果向上の余地 成果がもっと上がる余地はないか。
余地あり

余地なし

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

影響あり

A 影響なし

有
効
性

目標の達成度 成果指標の目標値は達成できたか。
達成

評価項目 評価の視点 評価 評価の説明

妥
当
性

実施主体の妥当性
市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

問題あり

市が管理する駐車場であり、廃止すれば駐
車場環境の悪化が予測される。

問題なし

目的の妥当性
税金を使って達成する目的か。また、市民ニー
ズの低下により役割が薄れていないか。

問題あり

問題なし

〈判定〉
廃止・休止の影響

0 0 0

0 0 0
2 苦情件数 苦情があった件数 件

0

― ― ―

110 143 150
1 放置自転車等撤去台数

玉名駅跨線橋北側広場及び南側広場に
放置された自転車等の年間撤去台数

台
―

H28目標 H29目標

H26実績 H27実績 H28実績
成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位

H26目標 H27目標

H27実績 H28実績 H29計画

玉名駅跨線橋北側広場及
び南側広場管理事業

委託により放置自転車等の指導
及び清掃作業等環境整備

出動日数 日 50 168 150 150

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H26実績
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